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はじめに

　取引のグローバル化につれて、国際カルテル等の国境を越えた反競争行為

が多発しているとみられる。これに伴い、各法域がいかにこれら国際的反競

争行為を規制するか（すなわち、競争法の域外適用のあり方）がより注目さ

れるようになっている。

　EU は、当初、国際法上の配慮と加盟国の強い反発を考慮し、競争法の領

域においてアメリカ由来の効果理論を極力避け、属地主義に基づいたアプロ

ーチ（すなわち、経済的一体性理論と実行理論）を域外の反競争行為に適用

してきたとされている。しかし、効果理論が世界の各主要法域に受け入れら

れ、また国際的反競争行為の態様が複雑化し多発するにつれて、EU も漸次

的に属地主義から効果理論に転換していると指摘される
（ 1 ）

。そして、欧州司法

裁判所（European Court of Justice、以下、ECJ という。）は2017年 9 月

　（ １ ）事件の概要

　（ ２ ）争点の由来：制裁金の確定と 3 つの販売カテゴリ

　 ⅰ　2006年制裁金ガイドライン

　 ⅱ　欧州委員会の液晶パネルカルテル事件決定における 3 つの販売カテゴリ

　（ ３ ）InnoLux 社の上告

　（ ４ ）Wathelet 法務官の意見

　（ ５ ）ECJ の判決

　（ ６ ）InnoLux 事件と効果理論

６ 　Intel 事件：効果理論を表舞台に

　（ １ ）本件の概要

　（ ２ ）GC の管轄権根拠に関する判示

　（ ３ ）Wahl 法務官の意見

　（ ４ ）ECJ の管轄権根拠に関する判示

　（ ５ ）Intel 事件判決の域外適用部分をめぐる検討

おわりに
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の Intel 事件判決
（ 2 ）

で最終的に効果理論を認めたと評価されている
（ 3 ）

。

　本稿は、いくつかの重要な事件を踏まえて EU 競争法の域外適用規制アプ

ローチの発展の経緯を再検討しながら、各段階における EU の効果理論に対

する態度等を整理する。最後に、2017年の欧州司法裁判所の Intel 事件判決

における域外適用に関する判示を検討し、EU 競争法域外適用アプローチの

最新の展開とその意義に触れたい。

　なお、本稿において、ローマ条約を EC 条約と呼ぶことがあり、リスボン

条約発効前の EU 競争法を EC 競争法と呼ぶ。

1 　EU（EC）における効果理論をめぐる初期の論争

　（ １ ）効果理論に対する批判

　アメリカ由来の効果理論（effects doctrine、反競争行為の効果が自法域

に及ぼしかつその効果が意図的なものであれば自国競争法は当該行為を規制

することができる理論、効果主義ともいう。）は20世紀50　60年代頃、EU

（当時の欧州共同体・EC）において、過度な域外適用をもたらす恐れがあ

り、かつ国際法上の管轄権原理に合致しないため、国際公法上正当化できな

いと批判されていた。

　それに対し、当時の EC 条約（現在の欧州機能条約・TFEU）の文言と目

的に効果理論の採用を拒む表現と意図がなく、直接かつ予見可能的な効果あ

る場合、EC 競争法を域外適用できると主張する説も存在していた。

　たとえば、M. Robert Kruithof 教授は、EC 競争法（当時のローマ条約

85・86条、現在の TFEU101・102条）の条文には、競争法の適用範囲を欧

州共同市場の領域に限定する内容が存在していないと指摘した
（ 4 ）

。また、当時

のローマ条約の基本目的（たとえば、共同市場における取引の自由を公的・

私的阻害から保護すること）から見れば、ローマ条約は「共同体内に設立し

た企業もしくは他法域の企業を問わず、すべての共同市場の競争を制限する

行為に適用できる」ものであるとされている
（ 5 ）

。
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　そして、 常設国際司法裁判所 （Permanent Court of International Justice、 

以下 PCIJ という。）の Lotus 事件判決
（ 6 ）

に確立された主権残余の原理によれ

ば、国家はその領域外の人や現象についてその立法管轄権を及ぼす自由をも

つとされ、この自由は国際法上特別の禁止規範のある場合に限って制限され

た。

　Lotus 事件により示された立法管轄権の自由の法理に基づき、欧州委員会

（the European Commission）は1964年の「共同体活動に関する一般報告

書
（ 7 ）

」、1965年の「共同体活動に関する一般報告書
（ 8 ）

」、1977年の「競争政策に関

する第 6 次報告書
（ 9 ）

」などにおいて、欧州競争法は効果理論に基づき、反競争

行為が欧州共同市場に及ぼした反競争行為を内外人の無差別待遇の原則の下

で規制することができると主張し続けていた
（10）

。

　しかし、従来から国際法に遵守することを重視する立場からは、Lotus

事件判決が国家に対して域外的行為について管轄権を行使するかどうかの

「広範な裁量」は認められるが、国際司法裁判所（International Court of 

Justice、以下 ICJ という。）の他の ２ つの事件判決、 すなわち、 Nottebohm

事件判決
（11）

と Barcelona　Traction 事件判決
（12）

により示された「実効な結合」

と「真正な関連」法理を考慮し、その「広範な裁量」の範囲を限定しなけれ

ばならないことが指摘されている
（13）

。

　Nottebohm 事件は、リヒテンシュタインに帰化したドイツ人 Nottebohm

氏が二次大戦中、グアテマラによりドイツ国籍の敵国人として逮捕、財産の

没収を受けたことに関し、リヒテンシュタインの国籍許与と外交保護権の行

使をめぐり、同国とグアテマラが国際司法裁判所で争った事件である。本件

判決は、国籍付与の権限がたしかに各国自身にあると認めながら、国籍付与

が国際法上の効果があるため付与された者と国籍を付与する国の間に「実効

な結合（effective link）」がなければ、その付与を他国と対抗することがで

きないと判示した
（14）

。

　Barcelona Traction 事件に、ベルギー国民が大部分の株式を有するカナ
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ダ法人 Barcelona Traction 社のスペインで電力関連事業を行っていた複数

の子会社が、1948年に社債利息未払いの理由のためスペイン裁判所により破

産と宣告され、財産が差押されて売却された。これに対し、ベルギーがスペ

インを相手として損害賠償を求めて国際司法裁判所に提訴した事件である。

本件判決は、外交保護を提供するために、保護された側と保護を提供する国

の間に「真正な連関」（genuine connection）が存在しなければならないと

示し、「真正な連関」の存在を検証するテストは様々だが（会社所在地、会

社登録地、本拠地、管理・コントロール中心地等）、外交保護を提供するた

めには「真正な連関」の存在を示すことが重要であるとした
（15）

。

　上記両事件の判決から見ると、国は域外管轄権を行使しようとする対象の

間に「実効な結合」または「真正な連関」があってはじめて域外管轄権を行

使できるとされている
（16）

。

　他法域の反競争行為の効果を自法域に及ぼすことは果たして「真正な連

関」と評価できるか否かについて、少なくとも当時の EU の国際法学者・

裁判官から見れば否定的であったと見られる。否定論の代表として、F. A. 

Mann 教授は、「効果」が意図的なものであっても、それとも単に予見可能

なものもしくは予見できないものであっても、輸入国の行為を取り締まるた

めの管轄権根拠になるのは足りず、国際公法の視点からみれば効果理論を正

当化させることができないという批判を示している
（17）

。

　また、効果理論（意図と効果があれば管轄権を有することが認められる）

を「客観的属地主義」（少なくとも行為の一部は自法域に発生しなければな

らない）と類似するものとみなし、刑事事件に適用する客観的属地主義アプ

ローチを競争法領域に類推適用して効果理論を正当化させることができると

いう主張もなされている
（18）

。すなわち、刑事法と競争法がともに公法であり、

両方の域外適用は国家または超国家組織（たとえば、EU）による主権行使

である。そのため、競争法の域外適用の場合、競争行為の結果を「真正な連

関」とし、刑事法の基準に照らして客観的属地主義を適用すればよいとい
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う
（19）

。

　それに対し、刑事法と競争法の間には本質的な違いがあると指摘されて

いる。すなわち、Lotus 事件判決にはたしかに、域外で始まった犯罪の「結

果」（effect）地がその犯罪行為を規制できない国際法上のルールがまったく

ないと示した
（20）

が、一般的に、犯罪の「結果」（effect）は犯罪行為の一部であ

り、直接的かつ物理的に感じられる（たとえば、国境の一側から向こう側に

いる人に銃を撃つ場合
（21）

）ものであるとされていた。その反面、国際カルテル

などの反競争行為の効果（effect）は、行為の直接的かつ物理的に感じられ

る結果と解されにくいと指摘されていた
（22）

。

　Mann も、効果理論の効果（effect）は、Lotus 事件判決にも言及した犯

罪の「結果」（effect）との間に、何らかの共同点もないと指摘した
（23）

。すな

わち、反競争行為の効果は、経済的または社会的な効果であり、遠隔的、間

接的かつ付随的（too remote, too indirect, too incidental）なもの
（24）

であるた

め、「真正な連関」として認められるためには足りないとされていた
（25）

。した

がって、刑事事件に適用できる客観的属地主義アプローチを競争法事件に類

推適用するアプローチは当時の欧州において広く認められなかったと考えら

れる
（26）

。

　（ ２ ）「域外適用」と「属地主義の拡張」

　以上のように、当時の EC から見れば、効果理論に基づいたアメリカ反ト

ラスト法の域外適用は国際法上論争的なものであり、EC（とのちの EU）

はできるだけこの理論を適用しないようにしてきた
（27）

。その代わりに、EC・

EU は、属地主義に基づいた管轄権アプローチにより欧州共同市場内の競争

を損害する他法域の反競争行為を規制する傾向が見られる。

　Joanne Scott教授は、 このようなアプローチを 「属地主義の拡張 （territo- 

rial extension）」と名付け、「域外適用（extraterritorial application）」と

区別している。
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　すなわち、域外適用は属地的な連結以外の要素を根拠として発動したも

のであるが、それに対して、属地主義の拡張は属地的な連結の存在（これ

を「引き金、trigger」と呼んでいる）に基づき、自法域外の行為や環境

（conduct or circumstances abroad）を考慮に入れて発動するものであると

されている。また、属地主義の拡張を発動する際に、その法規制が国際的な

基準（international standards）を満たしているか否か（すなわち、国際

的に受け入れられているか否か）を考慮しなければならないとされている。

もし国際的基準がまだ形成されておらず、もしくは受け入れた国がまだ少な

いであれば、EU は通常、属地主義の拡張の発動を控えるとされている
（28）

。

　Scott 教授はさらに、EU の効果理論を含むアメリカの域外適用に対する

批判の主たる原因は、アメリカの域外適用に国際公法上の根拠がない場合が

多く存在したからであるとした。Scott 教授によれば、アメリカの域外適用

は主に自身の目標を達成するための手段であるという
（29）

。

　それに対し、EU の「属地主義の拡張」は属地主義という国際法上広く認

められている基準に基づいたものであるため、国際法に合致するものであ

り、国際法上の管轄権衝突も起こすものではないと指摘している
（30）

。

　「属地主義の拡張」という考え方の下では、EU 領域外当事者・行為関連

の事件において、EU の司法当局も極力効果理論を避けて「属地主義の拡

張」のアプローチにより他法域で行われた反競争行為を規制してきた
（31）

。

2 　Dyestuff 事件と「経済的一体化理論」

　競争法領域において EU のその姿勢を代表する最初の典型的な事件は、

1972年の Dyestuff 事件
（32）

であると考えられる。

　前述のように、Dyestuff 事件以前に、欧州委員会は司法当局の立場と反

し、最初から効果理論を受け入れるべきとしている。実務においても、1964

年、欧州委員会は Grossfillex-Fillistorf 事件決定
（33）

で「競争法の地域に関す

る視点は企業住所や…協定の締結地または実行地にはない」と主張したこと



102　早稲田法学会誌第69巻 1 号（2018） ＥＵ競争法の域外適用における規制アプローチの発展（王）　103

がある。

　判例においては、1971年の Béguelin 事件
（34）

で欧州司法裁判所は日本事業者

と共同体域内事業者のとの間の排他的販売協定に対し、「協定は共同市場に

効力のあるため、協定参加者の一方は第三国企業である事実が（ローマ条約

85条）の適用を妨げることができないとした。これを効果理論に対する支持

を示したものであるとして認識できるかもしれないと指摘されたが
（35）

、この判

示は単に傍論（obiter dictum）に過ぎず、かつ本件では協定参加者の一社

は共同体内企業のため、効果理論を管轄権根拠として本件を規制する必要は

なく、本件を ECJ が効果理論を認める裁判例として認識することができな

いと指摘されている
（36）

。

　欧州司法裁判所が最初に自身の競争法の域外適用のアプローチに対する考

え方を示したのは、1972年の Dyestuff 事件（染料カルテル事件）であると

考えられる。

　（ １ ）事件の概要

　Dyestuff 事件では、当時の欧州共同体域内にある ６ 社と共同体外にある

４ 社は染料価格を 3 回にわたって同時に引き上げた。親会社が非 EC 加盟国

のスイスで共同体内の染料価格を同時に引き上げることを合意した後、実際

の引き上げ行為（流通など）は各社の EC 領域内の子会社により行われた。

　欧州委員会は、共謀各社の行為は当時の EC 条約85条違反として、各社

（親会社のみ）に制裁金を課した。本件の管轄権根拠について、委員会は効

果理論のアプローチをとり、共謀各社の所在国を問わず、当時の EC 条約85

条により共同体内の競争に反競争効果を及ぼしたすべてのカルテルを規制で

きると認定した
（37）

。

　これを不服としたイギリス ICI 社（Imperial Chemical Industries Ltd）

は、欧州司法裁判所に提訴した。ICI 社は、欧州委員会が非 EC 加盟国の

企業に対して管轄権がなく、委員会の決定が国際法に反すると主張した。
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一方、欧州委員会は、まず、違反者たちの共同体内の子会社の行為を親会

社に帰属させることができると主張した（いわゆる経済的一体化理論、the 

economic entity doctrine、単一経済体理論、single economic entity とも

いう）。それに加えて、委員会は、他法域企業の行為の共同体内の競争に対

する効果を管轄権根拠として認識するのもあり得ると主張した。

　（ ２ ）Mayras 法務官の意見

　Dyestuff 事件において、Mayras 法務官
（38）

（Advocate General）は、委員

会の「経済的一体化」理論が説得力の欠ける論理とし、効果理論が適切な

管轄権根拠であると主張した
（39）

。Mayras 法務官は国際カルテルを規制する際

に、EC が一つの国のような権能を有している（“the Community has quite 

as much power as a State”）とし、さらに、国際公法に合致するためには

域外の行為による域内に及ぼす効果が単なる域外の経済的メカニズムにより

起こした効果では足りず、直接的かつ即時的（direct and immediate）、実

質的（substantial）かつ合理的に予見可能的（reasonably foreseeable）な

ものでなければならないと述べた
（40）

。

　（ ３ ）ECJ の判決

　欧州委員会と Mayras 法務官は効果理論を支持していたことに対し、

当時 EC 加盟国ではないイギリスは、効果理論の適用に反対する旨の覚書

（Aide Memories）を委員会に渡した。しかし、ECJ は判決でイギリス政府

の覚書を取り上げなかった
（41）

。

　判決において、ECJ は、「効果」に言及し、「共同行為がある以上、まず

確認すべきなのは当事者の行為が共同市場に効果があるか否かである。本件

事実から見れば、価格の引き上げは共同市場と製造業者の間の競争に効果が

ある。したがって、本件制裁金対象となる行為は直接に共同体に実行された

のである」と述べた
（42）

。しかし、ECJ は効果を管轄権を根拠としてではなく、
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単に反競争行為の「帰責性（liability）」の要件として認定した。ECJ は、

「共同体内の子会社に対する支配力を運用することにより、上告人（ICI 社）

が自身の決定を共同市場に実行させることを確保できる（“able to ensure 

that its decision was implemented”）と判示した
（43）

。

　さらに、ICI の価格引き上げ行為が子会社によるものである主張に対し、

ECJ は親会社が子会社を支配していたことを示すいくつかの要素（子会社

の運営に決定的な影響を与えることができること、子会社の大多数の株式を

有すること等）を列挙し、子会社の法人格を否定した。ECJ は、「子会社が

独立した法人格を有することという事実によりその行為を親会社に帰属させ

る可能性を排除するのは足りない
（44）

」とし、ICI の子会社が単一親会社の拡張

であるとし、親会社と子会社は経済的一体性であると認定した。したがっ

て、EC 領域外の親会社（本件の場合、ICI 社）に対しても管轄権を行使で

きると判断した。

　（ ４ ）本件をめぐる検討

　まず注意すべきなのは、本件に対し、Mayras 法務官は、Alcoa 判決に要

求する「意図」の存在を必要としておらず、その代わりに「直接的かつ即時

的、実質的、合理的に予定可能的」効果の存在を必要としていた
（45）

。すなわ

ち、「直接的、即時的、実質的かつ予見可能的な効果」は、前述した「真正

な連関」に該当するものであると考えられる
（46）

。したがって、Mayras 法務官

が賛同している効果理論は、当時アメリカで一部の学者に提唱されたいわゆ

る制限された効果理論（qualified effects test）に基づいたものであり、米

国 Alcoa 事件判決の「意図＋効果」を要件とする効果理論の進化したもの

であると考えられる
（47）

。

　にもかかわらず、ECJ は効果理論を適用せずに、子会社の行為を親会社

に帰属させるアプローチにより EC 競争法が本件を規制できるとした。ECJ

のこの考え方は、「経済的一体化理論」（single enterprise doctrine）とされ
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ている。なお、同理論は、親会社の域外における共謀について域内の子会社

は責任を負うという特徴から、「帰責理論」（liability doctrine）または「行

為帰責理論」と呼ばれることもある
（48）

。

　ECJ は行為帰属理論または経済的一体化理論というアプローチを適用す

ることにより、効果理論の適用による可能な管轄権衝突を回避したと評価さ

れている
（49）

。しかし、注意すべきなのは、行為帰属理論または経済的一体性理

論の下では、EC 領域外の親会社と EC 領域内の子会社の間に指示、または

支配する関係が存するだけで管轄権の存在を認める。それを比べると、むし

ろ「直接的、実際的、合理的に予見可能な」効果の存在を要する制限された

効果理論では管轄権を制限でき、結果的に各国の管轄権の衝突を経済的一体

化理論よりも回避できると指摘されている
（50）

。

　たしかに、Dyestuff 事件において当時の EC から見れば国際公法と合致し

ない効果理論は採用されなかった。しかし、多くはないが、行為帰属理論ま

たは経済的一体性理論も国際法上正当化できないとする批判も存在する。

その代表的は、Mann 教授の意見である。Mann 教授は、効果理論を適用

しないことにより管轄権衝突を回避したことを高く評価した
（51）

一方、厳格な

属地主義と1971年 ICJ の Concerning Legal Consequences for States of the 

Continued Presence of South Africa in South West Africa 事件に対する顧

問意見において言及された国際組織の規約が非加盟国に拘束力がない法理
（52）

を

根拠として、非 EC 加盟国のイギリスは EC 条約85条に拘束されるものでは

ないと指摘し、ECJ の ICI 子会社の独立法人格を否定する根拠が足りず、

行為帰属理論または経済的一体性理論の適用により子会社の行為が無限に親

会社に帰属され、世界中に不安をもたらすと批判した
（53）

。

　また、Steindorff 教授も子会社の行為を容易に親会社に帰属させることは

不適切であると指摘した
（54）

。

　Mann らの批判は国際公法に着目したものであり、競争法の特殊事情（た

とえば厳格的な属地主義の下では国際カルテルを規制することが難しくなる
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こと等）などを重視していなかったため、これらの批判が存在するにもかか

わらず、ECJ はその後のいくつかの事件（たとえば、Continental Can 事

件
（55）

と Commercial Solvents 事件
（56）

）で経済的一体化理論が適用された。

３ 　Woodpulp 事件と「実行理論」

　経済的一体化理論が Dyestuff 事件により確立されたものの、その限界も

明らかである。すなわち、域外で EU に影響を及ぼした反競争行為を行った

事業者が EU 領域内に子会社等がなく、もしくは子会社によらず行為を遂行

した場合、経済的一体化理論では当該反競争行為を規制できない。そのた

め、 Dyestuff事件後でも、 効果理論を適用すべきという主張も消えなかった。

　Dyestuff 事件判決の約10年後の1982年に、米外国取引反トラスト改善法

（Foreign Trade Antitrust Improvements Act、以下 FTAIA 法という。）

は「直接的、実質的かつ合理的に予見可能な効果」（制限された効果理論）

を要件として明文化した。しかし、経済的一体化理論の限界を踏まえた

Woodpulp 事件判決
（57）

は、ECJ が FTAIA 法の制限された効果理論によらず、

属地主義の拡張の思想の下で「実行（implementation）」行為の共同市場内

の存否を管轄権発動の根拠として本件を規制した。

　

　（ １ ）事件の概要

　Woodpulp 事件では、EC 領域外のウッドパルプ製造業者41社と ２ つの事

業者団体（EC 市場の約60％のウッドパルプ売上を占める）は共謀して EC

に販売するウッドパルプの価格を引き上げた。欧州委員会は当該行為を EC

条約85条⑴項違反とし、違反行為者の中の大多数に制裁金を課した。

　本件の域外適用根拠について、委員会は価格を引き上げる協定の欧州

共同市場に及ぼした効果は実際的かつ意図的（“not only substantial but 

intended”） なものであり、 協定とその実行 （“agreements and practices”）

の主要的かつ直接的な結果（“primary and direct result”）であると認定
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し、効果理論を管轄権根拠とした。

　委員会の決定に不服がある事業者は、ECJ に提訴した。

　（ ２ ）Darmon 法務官の意見

　本件に対し、Darmon 法務官は Dyestuff 事件の Mayras 法務官と同じ、

制限された効果理論を適用すべきであると主張した
（58）

。Darmon 法務官から

見れば、制限された効果理論は国際公法の原則に反するものではなく、国際

礼譲等を理由として同理論の適用を拒否する必要もない。Darmon 法務官

はさらに、厳格的な属地主義が国際取引関連事件を解決することができず、

現代社会に合わないと述べた
（59）

。

　（ ３ ）ECJ の判決

　ECJ は、具体的に言えば、ECJ は、客観的属地主義を援用して共同行為

の反競争効果が EC 領域内にあることが、 ２ つの要素、すなわち、①合意

等の形成と②その実行に構成されていると判示した。ECJ は、反競争行為

が EC 域内に起源する（originated）ことのみが管轄権の根拠になりうる

という理解を否定し、反競争行為に対して管轄権根拠となる決定的な要素

（decisive factor）は「実行（implement）」地であるとし、反競争行為の実

行地が EC 域内であれば EC が反競争行為を規制することができると判示し

た
（60）

。

　（ ４ ）本件をめぐる検討

　Woodpulp 事件では、委員会の効果理論に基づいた管轄権の根拠が受け入

られておらず、行為の実行が EC 域内でなされることは管轄権の根拠になっ

たと認識されていた
（61）

。ECJ 判決のこの「実行」地を重視するアプローチは

「実行理論（implementation doctrine、実施理論ともいう）」と呼ばれる。

　注意すべきなのは、欧州委員会は効果の存在を重視しながら、流通が直接
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に EC 域内の購買者で行うことと販売行為が EC 域内の購買者で行うことを

重視し（“directly to buyers in the EEC or sales made in the EEC”）、行

為が EC 域内で実行されることも要件としたことである
（62）

。行為の実行が EC

域内でなされることが要件とされた理由は、Dyestuff 事件の帰属理論を援

用したかったためであると解されている
（63）

。しかし、 本件は Dyestuff 事件と

違い、当事者各社が EC 域内に子会社がなく、もしくは実質的な支配力がな

かったと指摘されていた
（64）

。

　もう一つの重要なところは、ECJ の Woodpulp 判決は、効果理論を否定

するものではないということである。ECJ は確かに欧州委員会が適用した

効果理論のテストを適用しなかったが、EC 領域内の競争を制限する意図ま

たは EC 領域内の競争に直接的な効果を及ぼした効果と EC 領域内の実行行

為を要求し、効果管轄権分析に関係あることを認めたと考えられる
（65）

。

　ECJ は、国際法とイギリスの抗議に配慮して「効果理論」の適用を回避

した。「実行理論」は、効果ではなく EC にいる購買者と直接的に関係する

ことを重視するため、Alcoa 判決の効果理論と米国1982年の FTAIA 法に明

文化された制限された効果理論に基づいた管轄権行使より範囲が狭いと認

識されている
（66）

。しかし、Woodpulp 判決は、客観的属地主義の名のもとに実

質的に以前より広い管轄権（域外適用）を認めるものであり、実質上、米

FTAIA 法の制限された効果理論を適用する場合とほぼ同様の結論をもたら

すことになるとも指摘されている
（67）

。また、「実行理論」が実質的に効果理論

と似ていること及び属地的関連を要することをとらえ、「実行理論」は属地

主義と効果理論を折衷した管轄権原理であるという主張もなされている
（68）

。

　さらに、「実行理論」は制限された効果理論の要件となる「直接的、実質

的、合理的に予見可能な効果」の存在を要していないため、実際、アメリカ

の効果理論より域外適用可能な範囲が広いという懸念もあると指摘されてい

る
（69）

。すなわち、理論上、欧州委員会と ECJ は、EC 領域内に対する販売行

為の存在のみで EC 域外の反競争行為に管轄権があることを認めることがで
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きると考えられる。

　それについて、たしかに、実行理論と効果理論という両者の間に似ている

ところが多いが、「実行」を要件とする「実行理論」は、ECJ の一種の自身

管轄権に対する制限として認識すべきであると考える。そもそも、ECJ が

「実行理論」アプローチを採用する理由は、国際法を配慮して自身の管轄権

を制限するためであると認識されている。したがって、当時の ECJ は効果

理論より管轄権範囲が広いアプローチを採用することが考えにくいと考えら

れる
（70）

。

　また、「実行理論」は実際、「効果」と「実行」両方を要件とするため、属

地主義の一種として前述した「属地主義の拡張」に属するものとして認識す

べきであると考えている。それに対し、効果理論は効果のみを要件とし、域

外の反競争行為を自法域の領土とのつながり等の配慮がない。この意味で

は、「実行理論」は効果理論に属していると解されるが、効果理論は「実行

理論」に属していないと指摘されている
（71）

。

　もう一つ重要な論点というのは、本件判決において「実行」の意味が必

ずしも明確されたとはいえないことである。ECJ は判決に、違反行為に価

格提案の形で参加したアメリカの事業者団体 KEA に対し、KEA が直接的

に EC 領域内に販売しなかったためその行為が EC 領域内に「実行」しなか

ったと認定した
（72）

。すなわち、少なくとも、ECJ は、行為、合意等に基づき

当該商品が共同体において「直接販売する」ことを「実行」として捉えてい

る。しかし、それ以上に必要な要素があるのかは明らかではない。これにつ

いて、ECJ は必要ではないためあえて「直接販売する」以外の要素を明言

しないことにしたかもしれないという意見もある
（73）

。

　仮に、「直接」販売されることを要件とせず、他の者を介在として最終的

に域内で販売されることをも含むとすれば、この「実行理論」によってカバ

ーされる範囲は非常に広くなり、結局実質的には効果と同じであると考えら

れる
（74）

。しかし、前述のように、ECJ が管轄権を制限する考え方の下で「実
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行理論」を管轄権根拠とした以上、「直接」販売されることを要件としない

ことはないとも考えられる。「直接販売する」でなければ「実行」として認

められないとすれば、考えられる「実行理論」により EC 領域外の複数の事

業者による共同的取引拒絶や産量制限等の反競争行為の類型を規制すること

ができなくなる。

　また、そうであれば、EC 領域外の企業結合と EC 領域外に合意して実行

した部品と完成品が関わる国際カルテルも「実行理論」により規制すること

はできない。

　当時、上述の疑問に対し、もしこのような「実行理論」の限界事件が現

れ、Dyestuff 事件の「経済的一体化理論」と Woodpulp 事件の「実行理論」

により EC（EU）の管轄権の存在を確立できなければ、効果理論は最終手

段として採用される可能があると指摘されている
（75）

。後述の Intel 事件は、ま

さにそういう場合に該当すると考えられる。

　（ ５ ）Woodpulp 事件と国際礼譲

　本判決において ECJ は、上告各事業者の制裁金を課すことは国際礼譲の

原則に反するものであるとの主張を退けた。ECJ は、本件において EC の

管轄権行使が国際法上正当化できることを検討したが、EC が管轄権を行使

すべきか否かことを検討していなかった
（76）

。

　ECJ は Woodpulp 事件において国際礼譲を検討しなかったが、欧州委

員会はその前の1985年の Eastern Aluminium 事件決定
（77）

では、「管轄権の

行使は…事業者がその自国法の要求に反する行為を採ることを要求しな

い。そして、共同体法の適用により、非加盟国の重要な利益（important 

interests）に不利な影響を及ぼさない」と述べた。重要な利益の程度につ

いて、欧州委員会は「当該利益が共同市場の競争が損害されないという共同

体の根本的な利益（the fundamental interest of the Community）に勝る

ものでなければならない」とした。また、「自国法の要求に反する行為を採
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ることを要求しない」という考え方は、1993年アメリカの Hartford Fire 事

件判決
（78）

に認められた、いわゆる「真正な衝突（true conflict）」の法理に近

いものである。しかし、欧州委員会は「真正な衝突」だけでなく、「共同市

場の競争が損害されないという共同体の根本的な利益より勝るものでなけれ

ばならない」という Timberlane 事件判決
（79）

の自法域と他法域の利益を比較衡

量する法理も受け入れている。

　本件の上告人が、アメリカ対外関係法第三リステイトメントで述べた利益

を比較衡量するアプローチではなく、「真正な衝突」の法理を援用して EC

が管轄権の行使を控えるべきであると主張したが、ECJ は、本件に対する

法適用が明らかに国際法上正当であるものであり、真正な衝突も存在してい

ないと判示した
（80）

。これは、国際礼譲の考慮は、欧州委員会の権限行使の法的

障害とはならず、政治的性質を有するに過ぎないということを裁判所として

示したものといえると指摘されている
（81）

。

　また、ECJ も関係国の利益と EC 域内競争保護の利益を比較衡量しなか

った。本判決に先駆けて IBM 事件判決
（82）

においても、ECJ は、決定がなされ

るまでは国際礼譲は考慮されるべきではない旨判示している
（83）

。

４ 　Gencor 事件：CFI による効果理論のはじめての適用

　欧州委員会は Woodpulp 事件後、実行理論を受け入れて事件処理の際に

これを管轄権根拠としてきた
（84）

。しかし、委員会と法務官は依然として効果理

論を受け入れる主張をし続けていた。1999年の Gencor 企業結合事件では、

欧州司法裁判所ははじめて効果理論のアプローチを適用した。

　（ １ ）事件の概要

　南アフリカ事業者 Gencor 社は、鉱業と金属業を営むグループの親会社

である。Lonrho 社は当時 EU 加盟国ではなかったイギリスの企業であり、

同社のプラチナ事業は南アフリカにある子会社 Lonrho Platinum Division
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（LPD）により行われた。LPD の株式の中に、73％は Lonrho 社、23％は

Gencor 社に所有されていた。

　1995年、両社は、各自のプラチナ事業部門を Gencor 社が株式46.5％を保

有する南アフリカ事業者 Impalats 社に統合させる（以下、「本件結合」と

いう）旨を合意した。本件結合が完成されれば、Impalats は元のプラチナ

生産精製世界市場シェア第三位の米 Amplats 社と同様に、30％　35％のシ

ェアを有することになる。

　Gencor 社と Lonrho 社の生産・精製業務はすべて南アフリカで行われて

いた。また、両社はそれぞれ世界のプラチナ市場で第 2 位、第 3 位の地位を

占めたが、両社の欧州共同市場におけるプラチナの売上げは、世界での総消

費量の20％であり、他の地域と比べてはるかに少ない。また、EU における

両社の売上高は、EU におけるプラチナの総売上高の15　30％に過ぎなかっ

た。

　南アフリカ競争当局は、当該結合が南アフリカ競争法上問題ないと認定し

た。しかし、 欧州委員会は、 EC 企業結合規則 （the EC Merger Regulation
（85）

） 

の規定に基づき、自身が本件結合に対して管轄権があると認定し、本件に対

して審査を行った。

　EC 企業結合規則は、管轄権基準について、以下のように規定している。

同規則の第 1 条 １ 項が、当該規則がすべての共同体規模の結合に（“……

this Regulation shall apply to all concentrations with a Community di-

mension”）適用されるとしており、第 1 条 2 項が「共同体規模」について、

①すべての関係事業者（undertakings concerned）の全世界の総売上を合

算した（combined）額が50億ユーロ超であり、かつ、②関係事業者の中に

少なくとも ２ つの企業の域内における総売上が、それぞれ 2 億5000万ユーロ

超えることと規定している。

　欧州委員会は、本件結合が「共同体規模」を満たしていると判断し、審査

を行った。その結果、欧州委員会は本件結合が寡占をもたらす恐れがあると
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認定し、結合を禁止した
（86）

。

　欧州委員会の決定に不服した Gencor 社は、当時の欧州第 1 審裁判所（the 

Court of First Instance、以下 CFI という。なお、CFI は2009年リスボン

条約の発効により普通裁判所（General Court、以下 GC という）になって

いる）に欧州委員会決定に対する取り消し訴訟を提起した。

　（ ２ ）CFI の判決

　CFI は、欧州委員会の決定を支持した。

　CFI の Gencor 判決において、Gencor 社と Lonrho 社は、自身の活動が

EC 領域内の「実行」にならないと主張した。それに対し、CFI は、結合前

に両社が共同市場において販売活動をしていたことかつもし結合されれば

このような販売活動が続行することが疑いないと認定し、Woodpulp 事件に

よれば、工場所在地と資源の供給地と関係なく、両社が欧州共同市場内で販

売活動を行われていこことのみを根拠として、ただちに本件結合が「実行理

論」の「実行」要件を満たしたと認定することができると判示し、本件結合

に管轄権があるとしている
（87）

。CFI は、上記判示に加えて、EU 領域内の売上

が EU 企業結合規定の最低限に満たせば、「実行」に該当するとし、反競争

効果が即時的（原文は direct ではなく immediate）、実質的かつ予見可能的

な場合、EU 企業結合規則を本件結合に適用することが国際公法上正当化で

きる（is justified under public international law）という説明をした
（88）

。

　「即時的」について、Gencor 判決において、CFI は「direct」ではなく、

「immediate」（即時的な）という文言を使ったが、「中間媒介を経た効果」

も「即時的な効果」に含まれると判示した。この判示の具体的な背景という

のは、当時第 4 位のプラチナ生産者ロシアの株市場の変動により、Amplats

社と合併した後の Gencor・Lonrho 社傘下の Implats 社が一時的に複占態

勢（duoplay）になることである。これについて、CFI は、当該結合が即時

に（immediately）独占的な地位を濫用することをもたらす可能性が低いと
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認めらながら、結合が関連市場の構造を持続的に変化させ、当該市場におけ

る有効な競争を著しく妨げる、それにより濫用が可能なだけでなく経済的に

合理的になるという直接的かつ即時的な効果を生じると判示した
（89）

。

　「実質的」について、本件結合の場合、CFI は売上高（ ２ 億 ５ 千万ユーロ

を超えること）を重視し、それに加えて市場シェア等も考量に入れている。

それは、CFI は「実質的」を基本的に量的問題として捉えることであると考

えられる
（90）

。

　「合理的に予見可能」について、CFI は「意図」を要件とせずに、本件結

合により世界市場が複占的な状態になり、かつ世界市場の一部である欧州共

同体市場における競争を著しく阻害する効果がもたらされることは、事実上

予見可能であると判示し、客観的な基準を適用した
（91）

。

　（ ３ ）Gencor 事件の効果理論適用をめぐる検討

　CFI は、効果理論に近い原則で EC は当事件に対して管轄権を有すること

を説明したと考えられる。これは、EC 司法機関のはじめての効果理論、も

しくは制限された効果理論により EC が管轄権を有することを判示した判決

であると解されている
（92）

。

　CFI から見れば、すべての「共同体規模」に満した結合に対し、「実行理

論」により管轄権を行使するのは望ましいことではないと考えている。国際

カルテルのような販売などの「実行」により競争に影響を与える場合と違

い、企業結合は販売活動により「実行」するものではなく、結合完成後、事

業者がその市場シェアを利用して反競争行為を行うことにより「実行」する

ものであると指摘されている。したがって、CFI は「即時的、実質的、合理

的に予見可能な効果」テストと似ているテストにより域外管轄権の適用範囲

を制限したいと考えたものとみられる。

　また、判決の中で「即時的」（immediate）という表現が使われているが、

米 FTAIA 法の要件となる「直接的」（direct）の通説解釈と同じ、（少なく
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とも企業結合の場合）中間的媒介が介在しても、反競争行為が直ちに「即時

的」または「直接的」なものにならないわけではないと考える。

　したがって、本件において CFI が適用した管轄権判定基準テストは、米

国 FTAIA の「直接的、実質的かつ合理的に予見可能な効果」の内容はほぼ

同じであると考える。すなわち、①中間的媒介があっても「即時的／直接

的」と認められることができること、②「実質的」を量的問題として捉える

こと、③「合理的に予見可能」が客観的基準により判断することにより、

Gencor 判決が米 FTAIA 法と共通的な解釈を採っていると考える。

　注意すべきなのは、判決において、CFI はまず前節で述べた Woodpulp

事件の「実行理論」を本件に当てはめ、Gencor 社等の EC 領域への販売行

為を「実行」として捉え、その「実行」が属地的関連になると判示した
（93）

。そ

れに加えて、CFI は本件結合が EC 域内に「即時的、実質的かつ合理的に予

見可能な効果」を与えているとした。すなわち、CFI の Gencor 判決は「実

行理論」と「効果理論」両方を管轄権根拠として適用されることを示したと

考える。Gencor 判決から見れば、欧州司法当局は正式的に競争法の各事件

類型に、それとも企業結合分野または本件結合のみに「効果理論」を適用す

るかが不明確であると指摘されている
（94）

。

　次に問題となるのは、Gencor 事件が国際的企業結合に関するものである

ため、CFI の効果理論を適用するというアプローチと「即時的、実質的かつ

合理的に予見可能」テストが国際カルテル等の他の行為類型にも適用できる

か否かである。

　この問題について、判決から見れば、規制対象がカルテル協定か企業結合

かによって（判決の）言い回しが異なってくる可能性があるという意見があ

る
（95）

。たとえば、Gencor 事件の場合、「実質的」基準に EU 企業結合規則第

１ 条 ２ 項の売上高基準よりも高い基準とされているが、国際カルテルの場合

の「実質的」基準をいかに設定するのかが不明となると思われる
（96）

。

　Gencor 判決後、CFI がすでに本件判決により「実行理論」を効果理論に
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変更したと認識する主張がすぐ現れた
（97）

一方、前述した企業結合事件の特殊性

に基づき、Gencor 判決の効果理論の適用を国際カルテルなどの行為類型に

無条件的に類推すべきではないという慎重説が有力であった
（98）

。

　また、効果理論と実行理論とが似ていることを認めながら、国際慣習法

上、効果理論は企業結合規制のみに正当化できるという限定的な説もなされ

ている。この限定説によれば、不干渉の法理と比例原則に基づき、国際カル

テルの場合、米国由来の効果理論がまだ国際法上正当化されていないもので

あるため、効果理論が EU 裁判所により適用されるのが好ましくなく、ECJ

の Woodpulp 事件判決により確立された国際慣習法に合致する実行理論が

適用されるべきであるとされている
（99）

。

　（ ４ ）Gencor 事件と国際礼譲

　CFI は、本件において「実際、原則的な陳述以外に、上告人（Gencor

社）と南アフリカ政府は、本件結合が南アフリカ共和国の重要な経済または

貿易上の利益に影響を及ぼすことを証明しなかった」と判示した
（100）

。そのた

め、 CFIは本件において国際礼譲について詳しく論じなかったと考えられる。

　にもかかわらず、上記の「重要な経済または貿易上の利益に影響を及ぼ

す」に言及した判示は、国際礼譲を検討する際に「真正な衝突」ではなく一

定程度の比較衡量をする可能性を示したと解されると考える。すなわち、も

し本件において「重要な経済または貿易上の利益に影響を及ぼすこと」が証

明されれば、CFI は国際礼譲により本件に管轄権を行使することを控える可

能性はないわけではないということになると指摘されている
（101）

。

５ 　InnoLux 事件：制裁金算定と効果理論

　Gencor 事件後、2004年の「EC 条約第81条・第82条における取引への

影響概念についてのガイドライン」（Guidelines on the effect on trade 

concept contained in Articles 81 and 82 of the Treaty、以下、「2004年ガ
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イドライン」という）において、欧州委員会は、ローマ条約81条と82条（現

在の TFEU101条と102条）は、「契約や慣行が共同体内で実行され、あるい

は効果を生じさせれば（implemented inside the Community,or produce 

effects inside the Community）、企業の設立地や契約の締結地に関わらず

適用できる」と示した
（102）

。それは、実行理論と効果理論がともに EU 競争法の

管轄権根拠となることと認識されている
（103）

。

　Gencor 事件と2004年ガイドラインが発表された後、欧州委員会は複数の

事件において EU が実行理論と効果理論のどちらによっても管轄権を行使で

きることに対する支持を表明した
（104）

。その中で、代表的な国際カルテル事件と

して挙げられるのは、InnoLux 事件
（105）

である。

　（ 1 ）事件の概要

　欧州委員会は、2001年から2006年にかけてカルテルに関与していたとし

て、韓国及び台湾の液晶パネル製造業者 6 社に対し、2010年に総額 6 億4892

万5000ユーロの制裁金を賦課した。その内、総額 3 億ユーロという最大規模

の制裁金が台湾の事業者 InnoLux に課された。InnoLux 社が欧州委員会の

決定に不服して欧州普通裁判所（GC）に訴訟を起こしたが、2014年 GC は

基本的に当該決定を支持した。しかし、InnoLux 社に対する制裁金額が 2

億8800万ユーロに減額された。

　その後、InnoLux 社は基本的には制裁金の更なる減額を求めて、ECJ に

対し上告した。InnoLux 社は、GC が制裁金を計算する際に考慮する売上高

の中に欧州経済領域（以下「EEA」という。）外の子会社が当該液晶パネル

を組み込み、EEA 内で販売された最終商品の売上高が含まれていることに

ついて問題があるとし、ECJ に訴えた。InnoLux 社は、最終商品市場にお

ける売上高は液晶パネル市場で行われた本件カルテルとは関係ないと主張し

た
（106）

。これに対し、ECJ は GC の欧州委員会の決定を支持した判決を支持し、

InnoLux 社の上告を棄却した。
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　（ ２ ）争点の由来：制裁金の確定と 3 つの販売カテゴリ

　ⅰ　2006年制裁金ガイドライン

　本件の争点は、部品と完成品に関わる国際カルテルの制裁金算定基準にあ

る。制裁金算定基準について、2006年発効の EU 制裁金確定ガイドライン

（Guidelines on the method of setting fines imposed pursuant to Article 

23⑵⒜ of Regulation 1/2003、以下「2006年制裁金ガイドライン」という
（107）

） 

によれば、制裁金の額を決めるために、まず事件の実情を鑑みて制裁金の額

を最初的に確定し、その後、有効なリニエンシー申請の有無・当事者の経済

能力等を踏まえて制裁金を減額することができるとされている。

　2006年制裁金ガイドラインのポイント13により、制裁金の額を最初的に確

定するには、欧州委員会が事業者の直接または間接的の EEA 地理的範囲内

の反競争行為に関連する商品・役務の売上高を計算しなければならないとさ

れている。ここの「間接的」の意味について、ガイドラインは、水平的価

格カルテル事件にカルテル対象商品がより高いまたは低い質の商品の価格

の基礎となる（serves as a basis for the price of lower or higher quality 

products）ケースを例として挙げている
（108）

。

　また、2006年制裁金ガイドラインのポイント 6 は、違反行為期間の売上高

が単に、違反行為の経済的重要性および各違反事業者の違反行為における

比重を反映する近似的な価値尺度（an appropriate proxy）にすぎず、自動

的・算数的の計算方法の根拠ではないとしている
（109）

。ポイント 6 に基づき、

2006年制裁金ポイント18は、国際カルテル事件等の場合、EEA 内の関連商

品・役務売上高だけにより各違反事業者の違反程度を正確に反映できない可

能性があるため、委員会が異なる方法により売上高を確定することができる

としている。

　具体的にいえば、委員会は違反行為に関わる商品または役務の地理的市場

（EEA より広い範囲に画定することも可能である）における総売上高もしく
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は各違反事業者の市場シェアを認定し、その市場シェアにより各違反事業者

の EEA 内の売上高を算出することができるとしている
（110）

。このような EEA

域外の売上高にも考慮に入る制裁金算定方式は、ある意味では制裁金の域外

適用といえると指摘されている
（111）

。

　売上高が確定された後、委員会は行為の態様、市場シェア等の要素により

算定率を決定して売上高に掛け算をし、制裁金を算出することができる。

　問題となるのは、InnoLux 等の事業者が参加した液晶パネルカルテルの

ような、EU 領域外にあるカルテル参加事業者がカルテル対象部品を第三国

にある子会社・系列会社に販売し、子会社等がカルテル対象部品を完成品に

組み合わせて EEA 領域内に販売する「内部販売（Internal Sale。Captive 

sales ともいう
（112）

）」に対し、2006年制裁金ガイドラインが何らかの解釈・説明

もしなかったということである。したがって、このような「垂直統合された

違反者（vertically-integrated infringers）」に対し、制裁金の算定対象を

どこまで限定するかによって、制裁金の額が大きく変動することになると考

えられる。

　2006年制裁金ガイドライン発効の前に、欧州委員会は制裁金を確定する際

に、「内部販売」がカルテルと関係ないにもかかわらず、その売上高を制裁

金算定対象に入れてきたとされている
（113）

。それは、もし「内部販売」の売上高

を算定対象としなければ、垂直統合された違反者が違反行為（カルテル）に

重要な役割を果たしたとしても適切な処罰から免れることになり、かつ競争

上不当に有利な地位を得られることになるからであるとされていた
（114）

。しか

し、2006制裁金ガイドラインにより、「内部販売」が明らかに違反行為の一

部と言える場合のみ、「内部販売」の売上高を制裁金算定対象とすることが

可能であるという解釈がなされることになった
（115）

。

　実際にも、欧州委員会は2006年制裁金ガイドライン発効後、「内部販売」

に対し、ケースバイケースでその売上高が制裁金算定対象になるか否かを認

定していると指摘されている
（116）

。このようなやり方に対し、Wathelet 法務官
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は、欧州委員会のケースバイケースの判断アプローチが法的安定性に害する

ものであると批判している
（117）

。

　ⅱ　欧州委員会の液晶パネルカルテル事件決定における 3 つの販売カテゴリ

　液晶パネルカルテル事件では、欧州委員会が InnoLux 社等の違反事業者

の経営構造・商流等を鑑み、 3 つの販売カテゴリを定義した。

　 1 ．直接販売（direct sales）：最終製品について、EEA 領域内にある独

立第三者に対する販売（Sales of products to independent third parties）、

　 2 ．変形された商品に通じる直接販売（direct sales through transformed 

products）：部品が違反行為者の企業グループ内で販売された後、グルー

プ内の企業が部品を最終製品に組み込み、EEA 領域内にある独立の第三

者に販売した部分。それは、前述した内部販売（Internal sales ／ Captive 

sales）に該当するものである、

　 3 ．間接販売（indirect sales）：部品が EEA 領域外の独立の第三者に販

売された後、当該独立第三者が部品を最終製品に組み込んで EEA 領域内に

販売した部分。

　欧州委員会は、カテゴリ １ だけでなく、カテゴリ ２ （内部販売）も EU に

反競争効果を与えることができるとしており、InnoLux 社に ３ 億ヨーロの

高額制裁金額を課した
（118）

。また、一般的に、国際カルテルの場合、直接販売と

内部販売のみが制裁金の適用対象となるとされてきたが、委員会は液晶パネ

ル事件決定において、法の実効性を確保するために、必要に応じて EU 領域

外独立第三者による販売（Indirect Sales）も適用対象とすることもできる

としていると指摘されている
（119）

。

　注意すべきなのは、欧州委員会の決定が、従来の「内部販売」という文言

が使われておらず、「変形された商品に通じる直接販売」という新しい表現

により同一企業グループ内の部品販売を指していることである
（120）

。すなわち、

通常、部品が完成品に組み込まれた後の販売（内部販売）は「間接販売」と

して認識されるが、欧州委員会は「変形された商品に通じる直接販売」とい
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う新しい表現を用いて「内部販売」が「直接販売」の一種であることを強調

していると考えられる。

　（ ３ ）InnoLux 社の上告

　InnoLux 社は欧州委員会決定による制裁金の額に不服したため、GC に提

訴した。2015年 7 月 9 日、ECJ は InnoLux 社の上告を棄却した。

　本件において、InnoLux 社は、カルテル対象である液晶パネルが台湾で

生産されたものであり、第三国に販売されて組み込まれた完成品が EU に販

売されることが本件と関係なく、問題となるのが部品でありカルテル対象

としての液晶パネルであると主張した。したがって、InnoLux 社から見れ

ば、本件において制裁金の算定範囲は液晶パネルの EEA 領域内販売にとど

まり、完成品が川下市場における事業者により EEA 領域内に販売されたの

で EEA 領域内の LCD パネル市場の競争に影響を及ぼすことができなく、

内部販売と独立第三者による販売を区別すべきではないという。

　InnoLux 社の主張では、もう一つ注意すべきところがある。それは、

Woodpulp 事件判決の基準に照らせば本件カルテルが EEA 領域内において

「実行（implement）」しなかったことである。すなわち、Woodpulp 事件判

決は「実行」の意味について「直接販売」のみを例示したため、InnoLux

社は、内部販売等の完成品の EEA 領域に対する販売行為は「実行」になら

ないこと、そして、Gencor 事件判決に適用された制限された効果理論に照

らしても、本件の EU に対する反競争効果は「即時的」ではないため、本件

の内部販売が効果理論のアプローチからみても Gencor 事件判決に示した要

件を満たしていないとしている。InnoLux 社はさらに、仮にアジア市場の

液晶パネルカルテルが欧州市場の競争にたしかに悪影響を及ぼしたとすれ

ば、欧州委員会がこの悪影響の存在を立証しなければならないが、委員会は

単にその悪影響の存在を推認（assume）したと主張していた。
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　（ ４ ）Wathelet 法務官の意見

　本件に対し、Wathelet 法務官は InnoLux 社の主張を支持していた
（121）

。

Wathelet 法務官から見れば、EEA 領域に対する内部販売を制裁金の算定対

象にするために、その内部販売が実際にコスト転嫁等の形により EU 領域内

の競争に損害を与えなければならないが、欧州委員会が本件内部販売が EU

の競争に損害を与えることを十分に立証していなかった。Wathelet 法務官

はさらに、Gencor 事件に適用された制限された効果理論（すなわち、「即

時的、実質的かつ予見可能的」効果テスト）に基づいて InnoLux 社の販売

行為の EU に対する反競争効果の存否を検証しなければならないと主張し、

部品の EEA 領域外の販売について、InnoLux 社が EEA 領域外の販売行為

により他法域の競争当局に処罰される可能性があるため、二重処罰の回避を

考慮すべきであると指摘している。

　（ ５ ）ECJ の判決

　ECJ は InnoLux 社と Wathelet 法務官の主張を否定し、内部販売も算入

すべきであり、そうでなければ InnoLux 社の行為の反競争性を反映できな

いと強調した
（122）

。また、ECJ は、カテゴリ ２ の販売（「変形された商品」の販

売）行為が EU 領域内に直接的な影響を与えたことが「合理的に推定でき

る」と判示した
（123）

（そもそも、Guardian Industries 事件
（124）

において、GC はグ

ループ内の子会社を通じた販売（内部販売）が EU 領域外の独立第三者によ

る販売（間接販売）と区別せず、両方ともが制裁金の算定対象となり得る

判決を下したことがある）。そして、カテゴリ ３ の販売（間接販売）につい

て、ECJ は明確な判断を下すことを回避した。

　（ ６ ）InnoLux 事件と効果理論

　InnoLux 事件の特徴というのは、事件そのものに対して管轄権を行使す

べきか否かではなく、制裁金の徴収対象の範囲を巡って効果理論の下で議論
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されたことであると考えている。

　InnoLux 事件自体が EU 競争法により規制すること、すなわち本件 EU

競争法の域外適用の根拠は争点となっていない。ECJ から見れば、本件の

販売行為の中に、少なくともカルテル対象部品としての液晶パネルが直接

に EEA 領域内に販売された部分（カテゴリ 1 ）が存在し、その販売行為を

Woodpulp 事件判決に例示された「直接販売」として捉えて「実行」に認定

するができる。したがって、本件に対し、EU が問題なく自身の管轄権を行

使することができるとされている
（125）

。また、カテゴリ ３ のについて、ECJ は

明確な判断を下すことを回避したのは、欧州委員会の判断を干渉しないなど

の理由からであると指摘されている
（126）

。

　注意すべきなのは、本件判決は、自法域以外の事業者による反競争行為を

規制する行為を正当化するための管轄権根拠と、域外反競争行為の制裁金算

定根拠が別ものであり、この二つの根拠を独立した問題として区別しなけれ

ばならないと判示したことである
（127）

。しかし、管轄権根拠と制裁金算定根拠の

間には関係ないわけではないと考える（そもそも、管轄権がなければ制裁金

を課すことはできないと考えられる）。本件で問題となったのは、Wathelet

法務官が指摘したように、カテゴリ 2 の内部販売とカテゴリ ３ の間接販売が

制裁金徴収対象になるか否か、そして、いかに適切な制裁金の額を算定する

かである
（128）

。

　Woodpulp 事件判決で例示された「直接販売」に属していないカテゴリー

2 と 3 に対して効果理論の基準をめぐって論争しただけで、本件はすでに欧

州司法当局が実質的に効果理論を受け入れた証となったという主張が存在し

ている
（129）

。また、制裁金の算定は必ずしも売上高と一致ではないが、比例原則

の下で適切・確実に制裁金を算出ためには、制限された効果理論により反競

争効果の程度を検討するのも重要であると考えている。しかし、本件の効果

理論に関連する議論が制裁金算定にとどまり、部品と完成品に関わる国際カ

ルテルと EU 競争法規制及び効果理論との関係がまだまだ不明確であると考
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えられる。その問題を明らかにするための重要な一歩は、次節で検討する

Intel 事件判決であると考える。

６ 　Intel 事件：効果理論を表舞台に

　2017年 9 月の ECJ の Intel 事件判決では、GC の判決が ECJ に支持され

た。それは、企業結合以外の域外反競争行為に対しても制限された効果理論

により EU の管轄権の行使を正当化することができると示唆したと指摘され

ている
（130）

。本件は市場支配的地位濫用事件であり、市場支配的地位濫用行為と

域外適用が争点となっていた。本節は、本件域外適用のアプローチを検討す

る
（131）

。

　（ １ ）本件の概要

　2009年 5 月、欧州委員会は、Intel 社が2002年から2006年にかけて、X86 

CPU 市場において、TFEU102条（市場支配的地位濫用を規制する条文）に

違反する 2 種類の市場支配的地位の濫用行為を行っていたと認定した。

　欧州委員会の決定
（132）

によれば、この 2 つのタイプの市場支配的地位の濫用行

為は、以下の通りである。

　①必要な CPU の全量又はほぼ全量を Intel から購入することを条件とし

て、 コンピュータ・サーバーメーカー 4 社 （Dell、 HP、 NEC 及び Lenovo）

にリベートを供与していた。さらに、川下のパソコン小売業者（Media 

Markt）に対し、Intel 製の CPU を搭載しているパソコンのみを販売する

ことを条件として金銭を供与していた（「条件付きリベート」）。

　②インテルの唯一のライバルである AMD 製の CPU を搭載した特定の製

品の販売を中止させ、延期させ、又は制限するため、パソコンメーカー 3 社

（HP、Acer 及び Lenovo）に直接金銭を供与していた（いわゆる「あからさ

まな制限（naked restrictions）」）。

　欧州委員会は、Intel の行為を競争及びイノベーションを制限するもので
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あると認定して、違反行為の取りやめることを命じ、10億6000万ユーロの制

裁金を課した。Intel は欧州委員会の決定に不服として提訴したが、2014年

6 月に、GC に棄却された。Intel は ECJ に控訴した。

　2017年 9 月に、ECJ は、GC が問題となるリベートが競争を制限し得るも

のであったか否かについての検討が行われていないとする理由により、GC

の判決を差し戻すこととした。また、ECJ は Intel が主張した欧州委員会の

管轄権が欠ける主張を棄却した。

　（ ２ ）GC の管轄権根拠に関する判示

　Intel は、欧州委員会が同社の行為が EU に即時的、実質的かつ合理的に

予見可能な効果を与えたことを立証しなかったとした。

　「実行行為」について、Intel は、東アジアにある Acer 社と Lenovo 社

に対するリベート供与行為と制限行為について、ACER と Lenovo 両社の

生産施設が EEA 領域外にあり、両社が EEA 領域内の Intel と AMD から

CPU を購入しておらず、本件の「実行」行為が東アジアで行われたと主張

していた。

　「即時的、 実質的かつ合理的に予見可能な効果」 について、 Intel は、 Acer

と Lenovo に対する販売がアジアで行われたため、 「即時的」 効果が EEA 領

域ではなくアジアにあり、Intel と独立している両社が Intel から購入した

CPU 部品をパソコンに組み込んで EEA 領域に販売したとしても、それが

「即時的」と言えないとした。さらに、Intel は、EEA に対する販売の売上

高が低く、「実質的」要件を満たしなかったと主張した。

　Intel の 主 張 に 対 し、GC は、「 実 行 理 論 」 と「 効 果 理 論 」 が 累 積

（cumulative）関係ではなく選択的（alternative）な関係であるとし、両者

のいずれかが単独的に EU の域外反競争行為の管轄権を国際公法上正当化す

ることができると判示した
（133）

。

　また、「即時的、実質的かつ合理的に予見可能な効果」について、GC は、
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実際（actual）に発生した効果でなくとも効果理論に基づいて EU の管轄権

を国際公法上正当化できるとした。Intel の Acer と Lenovo 社に対するリベ

ート提供と制限行為について、GC はこれが AMD 製 CPU を搭載するパソ

コンを EEA を含む市場に進出させない行為として捉え、Intel 社が意図的

に EEA 領域内に反競争効果を及んでいたと認定した
（134）

。

　次に、GC は、Intel 社の Acer と Lenovo 両社に対する行為の効果が「即

時的、実質的かつ予見可能的」なものに該当するか否かを検討した。

　GC は、両社が購入した CPU の数量が低いことを理由として、Intel 社の

行為の効果が「実質的」ではないものと認定することができないとし、欧州

委員会の CPU 購入数量を孤立して見るではなく Intel 社の唯一の競争相手

を排除する長期的戦略の一環として総合的に見るべきである主張を賛同し、

川下市場にある取引先に取引制限をかけることにより競争相手を市場から排

除しようとする行動も潜在的に実質的効果を生じさせることができると示し

た。

　「即時的」について、GC は、Intel の両社に対する販売が EEA 領域外で

行われても、その反競争効果が EU に対して直ちに即時的ではないものにな

らないとし、Intel の両社に対する競争制限行為により、AMD 製 CPU を搭

載したパソコンの EEA 領域を含む世界市場における販売が減少して EU に

即時的な反競争効果をもたらしたと判示した。

　GC は、Intel 社が自分の行為により両社の EEA 領域内に販売する AMD

製 CPU を搭載したパソコンの数量が減少することを合理的に予見できると

判示した。したがって、制限された効果理論に基づいて EU が本件に対して

管轄権を有するとされていた。

　次に、GC は「実行理論」のアプローチに基づいて本件の管轄権根拠を

検討した。訴訟において、Intel 社は Woodpulp 事件判決が直接販売のみ

を「実行行為」として例示したことから、本件の場合 EEA 領域内におけ

る実行行為が存在していないと主張した。この主張について、GC は、
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Woodpulp 事件判決において直接販売が「実行行為」として例示されたが、

それが「実行」を直接販売のみに限定する意味ではないと判示し、本件にお

いて Intel の Acer と Lenovo 両社に対する競争制限行為が結局、両社に行

われた AMD 製 CPU を搭載したパソコンの EEA を含む世界市場における

販売を減少させる・遅らせる行為を導いたとし、両社の行為が本件の「実

行」行為に該当すると判示した
（135）

。すなわち、GC によれば、違反事業者の行

為を「実行」と認定すればよい場合もあれば、その違反事業者の取引先の行

為を実行行為として考慮する必要がある場合もあるとされている
（136）

。

　以上によって、GC は制限された効果理論と実行理論の両方から EU が本

件に管轄権を有することを認めた
（137）

。

　（ ３ ）Wahl 法務官の意見

　Intel は GC 判決に不服として ECJ に控訴した。2016年、Wahl 法務官

は、本件を EU 競争法の域外適用アプローチを明らかにする絶好のチャンス

と捉え、Mayras、Darmon、Wathelet 等の効果理論を支持し続けてきた法

務官たちの主張を追随し、本件において効果理論に基づいて EU が管轄権を

有するか否かことを検討すべきであるという意見をなされた
（138）

。

　Wahl 法務官はまず「実行理論」の「実行」を直接販売に限定すべきで

はないとし、「実行」の意味を「遂行」もしくは「効果を生じさせる」（to 

carry out or to put into effect）として捉えた。Wahl 法務官はさらに、実

行行為が EU 領域内で発生しなければならないとし、間接販売を「実行」に

該当するか否かがケースバイケースで判断すべきであると主張した
（139）

。Wahl

法務官も、「実行理論」により域外事業者が行った共同取引拒絶などの反競

争行為を規制できないため、唯一の域外適用アプローチとすべきではなく、

効果理論に基づいた域外適用アプローチを適用する必要があると説明した
（140）

。

　GC の「実行」行為を Lenovo 社と Acer 社の行為として捉えた判示につ

いて、Wahl 法務官はこれを反対し、両社が Intel と共同して EU 競争法違
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反行為を行われない限り、Intel ではなく両社の行為を「実行」として認識

すべきではないとしている。Wahl 法務官から見れば、このようなアプロー

チによれば、ほとんどの行為が EU で実行されたものとして捉えられ、EU

の管轄権の過度な拡張をもたらす恐れがあるとされている
（141）

。

　「実行」が存在しないとした上で、Wahl 法務官はさらに、EU の管轄権根

拠となる「効果」が「即時的、実質的かつ合理的に予見可能な」ものでな

ければならないとしながら、本件において Intel の行為の Acer 社と Lenovo

社に対する効果が EU にとって 「仮想的、 不確的かつ実質的ではない （hypo-

thetical, speculative and unsubstantiated）」ものであると批判していた
（142）

。

　すなわち、Wahl 法務官から見れば、「実質的」について、GC の両社の販

売を Intel の競争相手排除戦略の一環として捉えて総合的に判断するアプロ

ーチが、独立された Intel の行為と両社の EEA 領域内の販売行為を強引に

繋がるものであり、「実質的」な効果がないとされている。また、Wahl 法

務官は、GC が単に Intel の行為が両社の商業決断に影響を及ぼしたことに

基づいて Intel の行為の効果が「即時的、合理的に予見可能的」なものとす

るのが間違っていると批判し、検証すべきなのは Intel 社の行為により EU

領域内の競争に「即時的、合理的に予見可能的」な効果を与えたか否かとし

た。

　結論として、Wahl 法務官は GC が効果理論により本件 EU が管轄権を有

するか否かを検討したことを評価したが、GC の効果理論の運用が間違って

いるとした。

　（ ４ ）ECJ の管轄権根拠に関する判示

　ECJ は、GC の管轄権根拠に対する判断を支持した。

　具体的にいえば、ECJ は、効果理論が実行理論と同じ、EU 域外で行われ

たが EU 市場に反競争効果を及ぼした行為を規制することを目的としてお

り、制限された効果理論も EU の管轄権根拠アプローチの一つのであると
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明言した
（143）

。次に、ECJ は GC の前述した「即時的、合理的に予見可能的」

な効果を認定するアプローチに賛同することを示し、予見可能的テストを

満たすためには可能性が高い効果（probable effect）があれば足りること

と Intel の戦略を一つの全体的なものとして捉えるべきであることを明言し

た
（144）

。最後に、GC 判決の「実行」に対する検討について、ECJ は完全性のた

め（for the sake of completeness）に、効果理論以外に実行理論をめぐる

検討をしたのが妥当であるとし、完全性のための議論に対する批判の存在

により判決を無効にすることができない（cannot lead to the judgment’s 

being set aside）と判示した
（145）

。

　よって、Intel 社の管轄権に関する主張が棄却された。

　（ ５ ）Intel 事件判決の域外適用部分をめぐる検討

　ECJ が GC の判決の域外適用に関する判示を支持したのは、司法におい

てはじめて「効果理論」を正面から認めることとして、高い意義を持ってい

ると考えている。それは、今後、Gencor 事件のような企業結合事件以外の

類型の反競争行為に対し、GC と ECJ が効果理論に基づいて管轄権の行使

を正当化するようになることを意味すると考える。

　したがって、第 2 章で述べた効果理論は企業結合規制のみに正当化できる

という説は Intel 事件で ECJ により否定され、EU 競争法上のすべての行為

類型に対して効果理論を適用することができることは明らかになったと考え

ている。

　それについて、Intel 事件が支配的地位濫用事件のため、国際カルテル事

件の場合やはり「実行理論」のみが適用できるという説も成り立ち得るかも

しれない。しかし、本稿が述べたように、Gencor 事件以来、Woodpulp 事

件を含む EU の代表的な競争法域外適用事件判決において、欧州司法裁判所

は、国際公法上の配慮で「効果理論」の適用を回避したが、「効果理論」を

一部の行為類型しかに対して適用できる判示は一度もない。すなわち、判例
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法上、国際カルテル事件を効果理論の適用範囲から排除する根拠は見当たら

ないと考えている。

　また、Wahl 法務官が示した通り、共同的取引拒絶等の実行行為が EU 領

域内に発生していない国際カルテル事件の場合、「効果理論」に基づいて

EU の管轄権の行使を正当化するしかないとされている。

　そして、Intel 事件は支配的地位濫用事件といえとも、本件の事実関係に

前節で述べた InnoLux 事件のような部品と完成品が関わる国際カルテル事

件と似ているところは存在していると考える。すなわち、Intel と Lenovo

社等の間に、まさに部品の提供者と他法域の部品を完成品に組み込む独立第

三者との関係にあるとみられる。実際にも、ECJ 判決において Intel が、本

件が InnoLux 事件のように部品提供者と完成品販売者の間の関連性が弱い

と主張したことに言及した
（146）

。

　したがって、Intel 事件の ECJ 判決は、「効果理論」を企業結合・支配的

地位濫用分野のみに限定するものではないと考える。今後、GC と ECJ は

国際カルテル事件においても直ちに効果理論に基づいて EU の管轄権の存否

を検討する可能性が高いと考えている。

　しかし、本件において GC の「即時的、実際的かつ合理的に予見可能な効

果」要件に対する解釈は、従来の説に従うものではないと考えられる。たと

えば、Gencor 事件判決の「即時的、実質的かつ合理的に予見可能」の解釈

に対し、Intel 事件では「実質的」が量の問題とされず、他の要素（本件の

場合、Intel 社の戦略）とともに総合的に考える問題であるとされている
（147）

。

それは、「即時的、実質的かつ合理的に予見可能」の解釈が拡大されること

につれて、今後 EU がより柔軟的な考え方で「効果」が要件を満たしたか否

かを検討することを意味していると考えている。本件の場合、このような捉

え方は妥当であると考えるが、法の安定性の確保と過度な域外適用を防ぐこ

とのために、今後「即時的、実質的かつ合理的に予見可能」の解釈の範囲を

明確にしなければならないと考える。
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　もう一つの注意すべき問題は、「実行」の意味に対する解釈である。GC

判決は、第 3 章で述べた学者が懸念した「実行」の範囲について、違反行

為者の取引先の行為も「実行」として捉え、「実行」を広く解釈した。Wahl

法務官が指摘したように、このような捉え方は過度の域外適用をもたらす恐

れがあると考える。

　GC 判決の「実行」に対する解釈は、ECJ に正面から評価されず、単に、

「完全性のための議論に対する批判の存在により判決を無効にすることがで

きない」とされた。それは、ECJ も GC のこの解釈を擁護できないことで

あると考えている。

おわりに

　Intel 事件判決から見れば、EU は効果理論を「受容」したと評価され得

ると考える。

　Dyestuff 事件から一連の事件判決と学説の展開を総合的に鑑みれば、EU

は効果理論を拒絶したことなく、単に効果理論の適用をできるだけ避けてき

たといえよう。

　Dyestuff 事件では、「経済的一体化理論」が適用され、効果理論に言及せ

ずに管轄権の行使が正当化された。しかし、域外企業が共同市場内に子会社

等が存在しない場合、いかに EU 競争法の域外適用を正当化させるかが問題

となっていた。

　この問題に対し、Woodpulp 事件判決では再び効果理論の適用が回避さ

れて「実行理論」により管轄権が確立された。にもかかわらず、実行理論

の「実行」の意義について、いくつかの明らかになっていないところが存在

し、「実行理論」と「効果理論」との間の関係も不明確のままになってきた。

　そして、Gencor 事件のような企業結合事件の場合、「実行」をどのよう

に捉えるかが問題となっていた。すなわち、複数の企業の結合行為そのもの

を「実行」として捉えられるのが妥当であるかが問われる。
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　これに対し、Gencor 事件判決において、CFI は実行理論に基づいて本件

の管轄権根拠を論じた後、さらに効果理論に基づき、本件の管轄権行使が国

際公法と抵触していないと示した。これは、少なくとも企業結合分野では効

果理論が受け入れられたとみられる。Gencor 事件判決をきっかけに、効果

理論の受入をめぐる議論がさらなる段階に進んだと考える。

　Gencor 事件判決後でも、効果理論の適用が企業結合分野に限定すべきで

あり、それ以外の事件類型において経済的一体化理論と実行理論が適用さ

れるべきであるという限定説がなされている。しかし、Gencor 事件判決は

1999年のものであり、それらの限定説も21世紀初頭に主張されたものであ

る。すなわち、限定説は21世紀以来インターネットの普及等により国際カル

テルの合意がされやすくなること及び部品と完成品に係る国際カルテルが経

済のグローバル化に多発すること等の新展開を考慮していないと考えている。

　さらに、海外による共同的取引拒絶等の「実行」によらない反競争行為が

「実行理論」により規制できないため、EU は、最終的に効果理論を受け入

れざるをえないと考える。

　それに加えて、前文で述べたように、Dyestuff 事件以来、欧州司法当局

の判決は効果理論の適用を回避し続けたが、効果理論自身を正面から否定す

ることが一度もない。したがって、経済的一体化理論と実行理論により EU

領域外の反競争行為を規制できない場合、効果理論により当該行為を規制す

ることは常に可能であると考える。

　最近の Intel 事件判決を境に、EU は「効果理論」を最後の手段ではな

く、「経済的一体化理論」と「実行理論」と並列して欧州委員会と欧州司法

裁判所の域外適用アプローチとして位置付けるようになると考えている。こ

れは、EU 競争法域外適用の重要な一歩であると考える。

　ECJ の Intel 事件判決により、EU の競争法域外適用の議論がさらなる段

階に進んだと考えている。すなわち、「効果理論」を回避する必要なく、あ

らゆる国際的反競争行為の類型に対し、「効果理論」、「経済的一体化理論」
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と「実行理論」から最も事件解決に有利なアプローチを選択することができ

るようになった EU が、どのような基準に基づいてアプローチを選択するの

かは、今後の課題になっている。

　もう一つ注意すべきなのは、EU 競争法が効果理論を受け入れたことの他

の法域ないし世界共通の競争法域外適用アプローチに対する意義である。

　まず、独禁法条文に域外適用規定がなく 2 条 6 項の要件解釈で国際的適用

の範囲を確定できるという「内向き」論理により域外適用を行ってきた日本

の場合、法改正等により、どのような場合に日本の独禁法が適用されるのか

を宣言する必要があると指摘されている
（148）

。たしかに、日本は Intel 事件判決

以前の EU のように、効果理論を極力に明言せず独占禁止法の域外適用を行

ってきた
（149）

。Intel 事件 ECJ 判決をきっかけに、日本は効果理論を各法域に正

面から認められた競争法の域外適用アプローチとして捉え、効果理論を域外

適用アプローチとして明言する条文を現行法に入れる法改正もしくは「即時

的（直接的）、実質的かつ合理的に予見可能な効果」に対する理解等を明確

にする指針の作成が期待される。

　また、「効果理論」を法条文に明言したがその解釈が発達していない中国

も、国際カルテルの規制能力不足などの問題が存在している。それは、EU

競争法をモデルとした中国反壟断法の域外効力を規制する同法 2 条の中、域

外適用たる「国内市場における競争を排除し又は制限する影響を及ぼす」と

いう文言の具体的な意味が明確ではないからであろう。そこで、最近本格的

に反壟断法改正を始めた中国
（150）

は、Intel 事件 ECJ 判決の議論を参考にし、反

壟断法の域外適用の透明性・安定性を確保するために、「即時的（直接的）、

実質的かつ合理的に予見可能な効果」テストを採用するか否かということを

明確にし、そして、もし採用すれば、競争当局の当テストに対する理解を説

明する必要があると考えている。

　日本と中国だけではなく、EU 競争法の効果理論の受入は、あらゆる法域

の競争法域外適用にとっても重要な意義がある。近時、管轄権衝突を解決す
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るために、国際協力を強化するとともに、各国の競争政策の間の差を認めな

がら、各国共通の最低限の基準を設定する必要があるという主張は唱えられ

ている
（151）

。その意味では、Intel 事件 ECJ 判決により、効果理論はもはやアメ

リカ一国に主導されたものではなく、競争法の域外適用における一種の国際

的コンセンサスを得ているアプローチになっているとも捉えられる。したが

って、競争法の域外適用経験が乏しい法域は、「制限化された効果理論」を

前提として自法域の域外適用理論・アプローチを構築することは可能となっ

ている。これは、国際礼譲理論・国際協力協定の新展開とともに、今後の世

界共通（少なくとも各主要法域共通）の競争法の域外適用アプローチを構築

する礎となると考えている。

　最後に、「効果理論」がようやく EU 競争法域外適用の表舞台に出たこと

について、筆者は、Pieter Huizing 弁護士の下記コメントを引用したい。

　「欧州司法裁判所が、長い間に論争的なアプローチの適用を回避しつつ、

各事件おいて欧州委員会の管轄権を認めたことができたのは、称賛すべきこ

とであるかもしれない。しかし、筆者に言わせれば、法の安定性を確保する

視点から見れば、こんなに長い時間なのに、欧州司法裁判所が EU 競争法の

管轄権の限界を明確にすることができないのは、実に遺憾なことである
（152）

。」

（ 1 ）Peter Behrens,“The extraterritorial reach of EU competition law revisited: 

The “effects doctrine” before the ECJ”, Discussion Paper, Europa-Kolleg Ham-
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